一  般  質  問  通  告  書
　　　　　　　　　　　　　　　　平成２７年６月２日
　高島市議会議長　廣本　昌久　様
　　　　　　　　　　　　　高島市議会議員　６　番　　　熊谷　もも 　　㊞
　次の事項について質問いたしたいので通告します。


※質問項目（番号）が２以上ある場合は、次のどちらかに○をつけてください。

・質問番号１の用紙にだけご記入ください。
・質問が一つだけの場合は必然的に１となりますので、記入は不要です。

１．全項目一括質問一括答弁

初問は

２．項目ごとに一括質問一括答弁
	(質問番号２)
発　言　事　項
	びわ湖高島えんむすび事業
ファンドレイジングの観点を取り入れて

	要　　旨　（項目だけでなく、質問の趣旨が理解できるように記入してください。)

	　「恵み」が「お礼」という新発想。6月1日、「びわ湖たかしま えんむすび」スタート！ポイント型カタログギフトとして、リニューアルいたしました。「恵み」がギュッと詰まったカタログ「ごえんがえし」を作成中です。ご期待ください。
〜〜〜〜〜
びわ湖高島えんむすび事業、若手職員による今までになかった新発想の全く新しいふるさと納税。早速、市役所HPを拝見させていただきました。
選べる使い道
(1)社会福祉および高齢者福祉の向上に関する事業
(2)子育て支援、幼児教育、青少年健全育成等の次世代育成支援に関する事業
(3)スポーツの振興および健康増進に関する事業
(4)環境の保全、景観の維持および再生に関する事業
(5)森林資源の維持、保全および整備に関する事業
(6)自然エネルギーおよび省エネルギー設備の整備に関する事業
(7)循環型社会の構築に関する事業
(8)住民自治の醸成およびコミュニティの推進に関する事業
(9)観光資源の維持および整備に関する事業
(10)有形、無形、民俗文化財、記念物等の保全および活用に関する事業
(11)その他目的達成のために市長が必要と認める事業
まで１１項目あります。
ここで長野県軽井沢町のふるさと納税、「さわやか軽井沢町ふるさと寄付金」を紹介します。「さわやか軽井沢町ふるさと寄付金」の特典は
※10,000円以上ご寄附いただいた方には１年間、軽井沢町の広報誌をお送りします。
10,000円以上寄付して特典はなんと広報誌だけです。
しかし、寄付状況は
【　寄附金額　】（平成２６年度）
寄附金活用メニュー　　件数　　　　寄附金額
守ろう豊かな自然　　　20件　　　1,215,000円
育もう教育と文化　　 197件　　180,102,263円
増やそう健幸人　　　　 8件　　　　815,000円
おまかせ　　　　　　　19件 　　12,020,000円
合計　　　　　　　 　244件　　194,152,263円
と高島市の平成２６年度の寄付金額　16,500,000円と比較して桁違いです。
ふるさと納税は、ふるさとを応援したい！という気持ちが原点だと思います。返礼品を期待して、半ば財テクのような、どの自治体に寄付をすればお得か？と考えてふるさと納税をする人たちを集めるようなことになっては自治体同士の消耗戦になってしまうと思います。当初予算説明書の現状と課題に「全国的に謝礼を送ることが浸透拡大し、他市は年々豪華な謝礼となっており、比較すると見劣りしています。」とありましたが、本当に他市に見劣りする謝礼であったのか？と思います。軽井沢町の特典は広報誌だけで、高島市の１０倍以上の寄付金額を集めています。
もちろん、返礼品「ごえんがえし」で高島市の特産品を知ってもらい、味わってもらい、高島市に遊びに来てもらうきっかけをつくることは高島市の地域経済を発展させる上で大変重要なことです。
しかし、ふるさと納税の原点、純粋に高島を応援したいと思って寄付する立場からの視点も考慮してほしいと思います。
また「さわやか軽井沢ふるさと寄付金」活用報告書がHP上に公開されています。
寄付金がどのように使われているかを、見ることができるとこれから寄付をしようとする側からすると安心です。
（１）びわ湖高島えんむすび事業も、過去のふるさと納税の活用報告書をHPにアップすることを提案したいと思いますがいかがでしょうか。
また、「さわやか軽井沢ふるさと寄付金」の寄付金活用の中で特筆すべきものは「育もう教育と文化」の寄付金活用メニューの中の『教育応援分』です。
〜〜〜〜〜〜
さわやか軽井沢ふるさと寄附金『教育応援分』とは
　さわやか軽井沢ふるさと寄附金のメニューの中から『教育応援分』として学校を指定して寄附されますと、町がその指定の学校に交付・補助して各学校の特色を生かした教育等に活用いただける制度です。（平成２６年４月１日受付分より、寄附額の９５％を指定の学校へ交付・補助し、寄附額の５％は、町の教育振興事業に活用させていただきます。）
【応援の対象となる学校】
軽井沢町立小学校　　軽井沢東部小学校・軽井沢中部小学校・軽井沢西部小学校
軽井沢町立中学校　　軽井沢中学校
長野県立高等学校　　軽井沢高等学校
私立高等学校　　　　インターナショナルスクール・オブ・アジア軽井沢  （ＩＳＡK）
各学校の教育施設の充実、スポーツの振興、地域伝統文化の承継、奨学金、地域との国際交流等に活用されます。
〜〜〜〜〜
このように町内学校を指定して応援することができると、寄付しようとする側からすると明確で安心ができます。
また、ここで注目するのは私立高等学校のISAKです。
「ふるさと納税」は通常の「認定NPOへの寄付」より、税制控除の比率が高い。認定NPOへの寄付は概ね半額が返ってくる計算になりますが、ふるさと納税は上限内ならほぼ全額が返ってくる仕組みになっています。
この場合、寄付するのはあくまで軽井沢市です。そのうち95%がISAKに渡される、という流れです。一見非効率ですが、ふるさと納税の仕組みに乗ることで、寄付者に対してより有利な税制控除を提供できるようになります。また「自治体が寄付を集めている」という信頼性、認知度向上効果も追加されます。
（２）「びわ湖高島えんむすび事業」の「選べる使い道」に、たとえば軽井沢町の「教育応援分」・・・町内学校を指定して応援できるようなメニューを。
高島市内で活動する地域性の強いNPOの寄付金を「びわ湖高島えんむすび事業」で集めることを提案したいと思いますがいかがでしょうか。
（３）昨年まで事業別寄付状況の報告にありました「地域活動団体への支援」の項目はなくなったのか？または上記の事業項目に吸収されたのか？またその理由を問う。
《参考資料》
・「さわやか軽井沢町ふるさと寄付金」http://www.town.karuizawa.lg.jp/www/contents/1001000000364/index.html

・「さわやか軽井沢ふるさと寄付金」活用報告書
http://www.town.karuizawa.lg.jp/www/contents/1001000000373/simple/houkokusho.pdf

・さわやか軽井沢ふるさと寄附金「教育応援分」イメージ図(140KB)

http://www.town.karuizawa.lg.jp/www/contents/1001000000366/simple/proposal06.pdf

・土居 丈朗 ：慶應義塾大学 経済学部教授
謝礼品合戦の｢ふるさと納税｣をどうする？
地方創生の「目玉政策」の問題点と解決策
http://toyokeizai.net/articles/-/50954?page=4

（前段略）
　ある個人からの営利法人への資金提供は、寄付とはみなされず、出資や利益供与としてみなされ、税制上の恩恵はない。寄付税制としての整合性に鑑みれば、非営利法人が得た寄付金が不特定多数の者の利益の実現を積極的に目指すべく、用いられるならば、地方自治体もそうであるべきだ。（中略）
　寄附をした人が、個人的に、特産品を生産する業者と私的な取引をする時には税制上の恩典はない（所得税や住民税の控除はない）が、ふるさと納税制度を使えば税制上の恩典があるという違いから見ても、税制として整合性に欠く。
　そう考えれば、ふるさと納税で得た寄附金は、それを受けた自治体の行政（公益を追求）のために用いるのが基本で、謝礼品は（非営利法人で許されている程度に）特定の者の利益を増やすことがない範囲で認める、というけじめが必要だろう。
　その範囲は、単純に寄附金の何割までとかとはいえない。（中略）このように、ふるさと納税を契機に起きた地元経済活性化など、副次的な効果が出始めているわけだから、頭ごなしに豪華な謝礼品を禁止するというより、個人の自発的な寄附を尊重しつつ、自治体と非営利法人にある寄附税制での整合性を担保する形で、許される謝礼品の範囲を位置づけるのがよいだろう。〜〜〜〜〜〜〜〜〜
・[NPOの寄付集め] 「ふるさと納税」でファンドレイジングするという考え方http://www.ikedahayato.com/20141210/17682754.html



